





高潮に関する避難確保計画


【施設名：	】





令和　　年　　月　　日作成
（令和　　年　　月　　日改訂）






１．計画の目的
この計画は、水防法（昭和24年6月4日）法律第193号）第１５条の３第１項に定める「避難確保計画」に適合するものであり、高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。
また、作成した避難確保計画に基づいて、安全な避難行動を確実に行うことができるよう、防災教育や訓練を行い、施設の職員や利用者に対して、高潮に関する知識を深めるとともに、訓練等を通して課題等を抽出し、必要に応じてこの計画を見直ししていくものとする。

２．計画の適用範囲
この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。
【施設の状況】
	人数

	昼間・夜間
	休日

	利用者
	施設職員
	利用者
	施設職員

	昼間
　　名
	昼間
　　名
	
休日
　　名
	
休日
　　名

	夜間
　　名
	夜間
　　名
	
	



３．防災体制
高潮時においては、次の防災体制をとる。
	体制
	体制確立の判断時期
	活動内容
	対応要員

	注意体制
	・高潮注意報（警報級に切り替える可能性に言及されていないもの）発表
	
	

	警戒体制
	・高齢者等避難の発令
・高潮警報発表（警報級に切り替える可能性が高い）が発表された場合
	
	

	非常体制
	・避難指示の発令
・高潮警報又は高潮特別警報の発表
	
	



４．情報収集・伝達
（１）情報収集
収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。
	収集する情報
	収集方法

	気象情報、潮位情報
	

	高潮注意報、高潮警報、高潮特別警報
	

	高齢者等避難、避難指示
	



※停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話を活用して情報を収集するものとし、これに備えて、乾電
池、バッテリー等を備蓄する。
（２）情報伝達
「緊急連絡網」に基づき、気象情報、高潮予報等の情報を施設内関係者間で共有する。
　　避難する場合には「緊急連絡先一覧表」に基づき、利用者の保護者・家族等に対し、「　　　　　　　　　　　　　へ避難する。利用者引き渡しは　　　　　　　　　　　　　において行う。利用者の引き渡し開始は○○時頃とする。」旨を連絡する。

５．避難誘導
（１）避難場所（避難所や近隣の安全な場所）
避難場所は下表のとおりとする。
施設全体が浸水するおそれがある場合や、長期的に孤立するおそれがある場合、立退き避難（水平避難）を行う。想定浸水深が浅く、家屋倒壊のおそれがない場合、屋内安全確保（垂直避難）を図るものとする。また、避難訓練等により避難できることを確かめ、必要に応じ見直すものとする。

	立退き避難（水平避難）の場合

	
	避難場所名称
	移動距離
	移動手段

	避難場所
	
	 
	□徒歩

□車両（　）台

	屋内安全確保（垂直避難）の場合

	
	建物名称
	避難階
	移動手段

	屋内安全確保
	
	　　
	



（２）避難経路
避難場所までの避難経路については、別紙「避難経路図」のとおりとする。

（３）避難誘導方法
　　避難場所までの避難誘導は以下のとおりとする。
・避難にあたっては、避難開始を館内放送等で「これより（どこへ）、（どうやって）避難を開始します」と、施設職員、利用者等に周知する。
・施設外の避難場所に誘導するときは、避難場所までの順路、道路状況について説明する。
・避難誘導にあたっては拡声器、メガホン等を活用し、先頭と最後尾に誘導員を配置する。
・避難する際には、ブレーカーの遮断、ガスの元栓の閉鎖等を行う。
・浸水するおそれのある階または施設からの退出が概ね完了した時点において、未避難者の有無について確認する。

６．施設周辺や避難経路の点検
（１）施設周辺の点検
避難場所に移動する際、施設敷内の樹木や支障物が無いか点検を実施し、支障となる樹木は適宜剪定を実施する。また、施設内の移動時に支障となる物がないかを確認し、支障物は速やかに移動する。
（２）避難経路の点検
避難場所までの避難経路を確認するとともに、冠水して移動が困難になる恐れのある箇所等をあらかじめ把握し、施設職員に情報を共有する。

７．避難の確保を図るための施設の整備
情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する施設及び資器材については、下表「避難確保資器材等一覧」に示すとおりとし、日頃からその維持管理に努めるものとする。この他、停電した時のため、自家発電装置（発電機）を導入し、発電機に必要な燃料などを備蓄し、維持管理に努める。

	活動の区分
	使用する設備又は資器材

	情報収集・伝達
	


	避難誘導
	

	
うち、施設固有のもの

	





	浸水を防ぐための対策

	土のう、止水板、その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



８．高潮対策に係る教育及び訓練
　施設管理者は、次により防災教育及び訓練を行うものとする。
（１）毎年　　月に新規採用の職員等を対象に研修を実施する。
（２）毎年　　月に全職員を対象として情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。
（３）年間の教育及び訓練計画を毎年　　月に作成する。








別　紙

【施設周辺の避難経路図】

	避難経路図


	　施設名
	　建物階数
	　浸水深

	
	　階
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高潮時の避難経路及び避難場所は、以下のとおりとする。
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